
和歌山県農業農村振興委員会
日本型直接支払推進部会

（中山間地域等直接支払事業）

令和３年度実施状況及び集落戦略の作成支援について

令和４年３月２２日

和歌山県 農林水産部 里地・里山振興室
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１．中山間地域等直接支払制度の概要

２．令和３年度 実施状況

３．集落戦略の作成支援の取組

本日の構成
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１．中山間地域等直接支払制度の概要
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○第１期対策 平成１２年度～平成１６年度
○第２期対策 平成１７年度～平成２１年度
○第３期対策 平成２２年度～平成２６年度
○第４期対策 平成２７年度～平成３１年度
○第５期対策 令和 ２年度～令和 ６年度

・体制整備単価(10割単価)の要件を「集落戦略の作成」に一本化
・対象地域に「指定棚田地域」を追加。「棚田地域振興活動加算」を新設
・「集落機能強化加算」「生産性向上加算」を新設。「集落協定広域化加算」を拡充
・農業生産活動等の継続ができなくなった場合の遡及返還の対象を、 協定農用地

全体から該当農用地に変更

事業概要
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取組市町数は
昨年度から変更無し

・制度対象市町村数⇒２８

（農振地域のない太地町及
び北山村を除く）

・取組市町村数⇒２３

（協定締結されていない、
岩出市、高野町、美浜町、
新宮市、すさみ町を除く）

事業実施市町

岩出市

高野町

美浜町

すさみ町

太地町

北山村

新宮市
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事業実施市町

6
対象農用地の基準



基礎単価 ＝８割単価
体制整備単価 ＝１０割単価（通常単価）【集落戦略の策定】

８割 １０割
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対象単価（10aあたり）

耕作放棄地
の発生防止

水路の管理
（草刈り）

周辺林地の
管理（草刈り）
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交付単価要件（活動内容）
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①棚田地域振興活動加算
②超急傾斜農地保全管理加算（基礎単価も可）
③集落協定広域化加算
④集落機能強化加算
⑤生産性向上加算

加
算
措
置

交付単価要件（活動内容）

第５期対策では、棚田地域振興法に定める「認定棚田地域振興活動計
画」に基づき、棚田地域の振興活動を行う集落協定を支援

加算措置
①棚田地域振興活動加算
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・「認定棚田地域振興活動計画」の目標との整合を図り、第三者機関に
よる意見聴取を行う必要がある。



加算措置
②超急傾斜農地保全管理加算

第４期対策から引き続き、第５期対策でも超急傾斜農地の保全等を行う
取組を支援
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他の集落内の対象農用地を含めて協定を締結して、当該協定に基づく活
動において主導的な役割を担う人材を確保した上で、取組を行う場合に
加算

加算措置
③集落協定広域化加算
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新たな人材の確保や集落機能(営農以外)を強化する取組を行う場合に加算

加算措置
④集落機能強化加算
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生産性向上を図る取組を行う場合に加算

加算措置
⑤生産性向上加算
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令和4年度拡充項目15

R4拡充

２．令和３年度 実施状況
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第1期(H16) 第2期(H21) 第3期(H26) 第4期(R1) 第5期(R3)

協定面積(ha) 12,288 11,993 11,560 10,099 9,030
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協定面積の推移

令和３年度の実施状況（協定面積の推移）
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▲1,461
▲1,069

▲27%

○対策がすすむ毎に協定面積は減少
【要因】・高齢化・過疎化の進行による協定参加者の減少

・担い手の不足
・書類作成など事務をする人材が不足※第４期対策最終評価より

令和3年度の実施状況（令和2年度との比較）

【県全体】 R2 R3 増減量 備考

協
定
数

全体 554 555 1

基礎単価
（8割）

252 250 ▲2

体制整備単価
（10割）

302 305 3

協定面積（ha） 9,008 9,030 22微増

交付額（百万） 1,180 1,182 2微増
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新規協定 海南市の個別協定
体制整備単価の増 2協定が8割単価から10割単価へ
・紀の川市藤井集落協定 集落の方向性を決めたい
・紀美野町中田地域保全会 棚田加算への取り組みにつなげる
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令和3年度の実施状況（市町別一覧R3）
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協定数 交付金交付面積(㎡) 交付金額（円）

実　   施
基礎 体制整

（内数） （内数） （内数） （内数）
参加

農家数

市　町　村 単価 備単価 田 畑 田 畑

和歌山市 0 0 0 ▲ 18,543 0 ▲ 18,543 ▲ 170,595 0 ▲ 170,595 ▲ 1
海南市 1 0 1 ▲ 30,497 ▲ 4,778 ▲ 25,719 ▲ 90,237 ▲ 80,270 ▲ 9,967 ▲ 2
紀美野町 0 ▲ 1 1 15,082 8,604 6,478 478,531 233,997 244,534 6
紀の川市 0 ▲ 1 1 91,038 ▲ 1,639 92,677 2,121,185 ▲ 24,999 2,146,184 3
橋本市 0 0 0 12,320 ▲ 654 12,974 ▲ 234,493 ▲ 264,288 29,795 ▲ 3

かつらぎ町 0 0 0 ▲ 8,072 1,833 ▲ 9,905 ▲ 99,726 30,794 ▲ 130,520 0

九度山町 0 0 0 4,898 0 4,898 45,062 0 45,062 1

有田市 0 0 0 41,416 0 41,416 381,027 0 381,027 1

湯浅町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
広川町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
有田川町 0 0 0 44,313 19,597 24,716 ▲ 103,931 353,130 ▲ 457,061 ▲ 1
御坊市 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
日高町 0 0 0 ▲ 2,658 ▲ 2,658 0 ▲ 55,818 ▲ 55,818 0 ▲ 2
由良町 0 0 0 2,405 0 2,405 27,658 0 27,658 0
印南町 0 0 0 ▲ 12,693 ▲ 1,027 ▲ 11,666 ▲ 88,348 ▲ 63,577 ▲ 24,771 0
みなべ町 0 0 0 27,459 ▲ 3,540 30,999 219,651 ▲ 100,292 319,943 3
日高川町 0 0 0 ▲ 1,779 374 ▲ 2,153 ▲ 38,293 ▲ 10,949 ▲ 27,344 ▲ 2
田辺市 0 0 0 56,090 2,941 53,149 ▲ 734,122 93,205 ▲ 827,327 ▲ 3

白浜町 0 0 0 1,225 0 1,225 14,087 0 14,087 0

上富田町 0 0 0 4,920 0 4,920 45,264 0 45,264 0

那智勝浦町 0 0 0 12,930 6,809 6,121 192,883 166,016 26,867 0

古座川町 0 0 0 0 ▲ 6,164 6,164 ▲ 86,296 ▲ 103,555 17,259 0
串本町 0 0 0 ▲ 16,743 0 ▲ 16,743 ▲ 154,035 0 ▲ 154,035 ▲ 1
総　計 1 ▲ 2 3 223,111 19,698 203,413 1,669,454 173,394 1,496,060 ▲ 1

令和3年度の実施状況（市町別増減一覧 R2→R3）



加算の名称 取組の概要
取組集落
協定数

取組面積
(ha)

取組金額
(千円)

棚田地域振興
活動加算

認定棚田地域振興活動計画に
基づき、棚田地域の振興を図
る取組

10 109 10,883

超急傾斜農地保全
管理加算

超急傾斜農地の保全等の取組 75 2187 130,362

集落機能強化加算
新たな人材の確保や営農に関
するもの以外において集落機
能を強化する取組

5 390 5,112

生産性向上加算 生産性向上を図る取組 9 522 8,779

21

・現状から状況を向上するために活用するものであり、目標を定め
取組を実施。

令和3年度の実施状況（加算措置の取組状況）

３．集落戦略の作成支援の取組
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・集落戦略は、協定農用地や集落全体の将来像、課題、対策に
ついて、話合いを行いながら作成する集落全体の指針

・集落戦略の作成は農業や集落の維持を図っていくために
非常に重要な取組

県としても取組を推進する

【集落戦略の作成について】
①スケジュールとして
令和2年度～令和4年度に話し合いをして作成する
→令和5年度、令和6年度は話し合いをして更新する

②参集範囲として
高齢者、担い手、若者など可能な限り広い参集範囲のもと、
早い段階から充実した話合いを重ね、合意形成を図っていく
こと

※国からの通知

23
集落戦略について

協定数 備考

R2作成済 79（26％） 1市

R3作成予定 13（4％） 2市町の一部及び
県が支援した協定

R4作成予定 211（70％）
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集落戦略作成支援

※全303協定の内訳

ほとんどの協定はR4に
集落戦略を作成する。

【集落戦略作成状況】

○１０割単価協定：集落戦略の作成が交付要件
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集落戦略作成支援

【作成にかかる課題】

・話し合いの進め方がわからない

・集落に話し合いを任せると、集落の現状や課題に対する
意見はたくさんでるが、将来像に対する意見が出ない

・町担当者が進行すると地域住民のアイディアを引き出す
ことができず全ての集落で対応策が同じ内容となる

話し合いの場を支援するためには
①進行者の知識（引き出し）と経験
②アイディアを引き出すための工夫
→県が平成17年度より取り組んできた「寄り合いＷＳ」
が有効であると考える
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１．住民の声による資源と
課題の再発見(見える化)

２．住民協同による
写真分析

３．地域状況の共有と
アイデア検討

３．アイデアの相場と
事業計画づくり

４．集落戦略づくり４．集落戦略づくり
（中山間地域等直接支払）

実
践

集落戦略作成支援

・参加者からアイディアを引き出すことが可能
・合意形成が図られた計画作成が可能

【寄り合いＷＳについて】



○令和３年８月～９月
紀の川市横谷地区 参加者のべ45名

○令和３年１０月～１２月
田辺市芳養地区 参加者のべ41名
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集落戦略作成支援

【本年度の取り組み】
・県内2市（2協定）で集落戦略への適用を検証
※県は専門のアドバイザー派遣とWS運営を支援

・参加者の意見を引き出し、円滑な進行ができた。(市町の課題に対応)
・参加者の合意形成が図られた効果的な集落戦略を作成した。
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集落戦略作成支援

【本年度の課題】

１）集落戦略作成を目的としたため、参集範囲が協定参加者
だけになってしまった。

→農業者だけの計画は集落の維持・発展につながらない

２）実行計画から集落戦略に落とし込む行程で、話し合いの
参集範囲が協定の役員だけとなってしまった。

→実行計画は合意形成が図られているが、集落戦略は
話し合いの場で合意形成が図られていない。
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【課題解決に向けて】

集落戦略作成支援

・農地だけを有効利用しても集落全体の将来像にはつながらない。
→非農家も含めた地域の人々の意識の共有を図ることが必要

県が取り組んできた「寄り合いWS」の考え方と合致
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集落戦略作成支援

実行計画表
（非農家も含む集落全体）

集落戦略
（協定参加者のみ）

集落全体の
将来像が重要

農業に関係
した内容
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集落戦略作成支援

【本年度の課題】
１）集落戦略作成を目的としたため、参集範囲が協定参加者だけになってし

まった。
→農業者だけの計画は集落の維持・発展につながらない

２）実行計画から集落戦略に落とし込む行程で、話し合いの参集範囲が協定
の役員だけとなってしまった。
→実行計画は合意形成が図られているが、集落戦略は話し合いの場で
合意形成が図られていない。

【次年度の改善点】

１）集落戦略の作成を契機として、協定参加者から集落住民
への働きかけを実施
→農業者以外も含めた参集範囲とする

２）集落戦略の作成行程において、可能な限り多くの協定
参加者の参集を募る
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【実施時期】
・令和4年1月～3月

【対象市町】
・中山間地域等直接支払に取り組む23市町

【説明項目】
・WSを活用した集落戦略の作成支援について
・8割単価協定への集落戦略の推進について
・集落機能強化加算の推進について
（県内及び他府県の取組目標を収集して提示）

⇒本加算は外部人材の確保、移住促進、農福連携など、農村
コミュニティーの活性化に関する活動に活用できるため、
集落戦略の実践に際して有用

市町担当者への啓発活動


